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「シゴトのミカタ PC 高速化ツール」利用規約 

 

第 1 条（目的） 

１．本規約は、株式会社アイ・イーグループ（以下「弊社」といいます）が運営・提供する「シゴトのミカ

タ PC高速化ツール」（以下「本サービス」といいます）を利用するにあたっての条件を定めたもので

す。 

２．本サービスをご利用いただくにあたっては、本規約の記載条件に承諾いただいたうえで、弊社所定の手

続きにしたがって本サービスの利用を申し込んでいただく必要があります。 

 

第 2 条（本規約の範囲および変更） 

１．本規約は、第 3 条第１項第１号に定める利用者が、弊社の運営・提供する本サービスを利用する際に適

用されます。 

２．弊社が必要に応じて定める本サービスの利用に関する規定は、本規約の一部を構成し、利用者はこれを

遵守するものとします。当該規定が本規約と異なっている場合には当該規定が優先します。 

３．弊社は、利用者の承諾を得ることなく、本規約を何時でも変更することができます。この場合、弊社は

第 25 条に定める方法により変更後の本規約の内容を利用者に通知します。 

 

第 3 条（定義） 

本規約における次の各号の用語は、それぞれに掲げる内容を意味します。 

（1）「利用者」とは、弊社所定の手続きにしたがって本サービスの利用申込を行い、本サービスの利用者と

しての登録が完了された法人、団体または個人事業者をいいます。 

（2）「利用希望者」とは、本規約を承諾のうえ、本サービスの利用を希望する法人、団体または個人事業者

をいいます。 

（3）「対象機器」とは、本サービスの対象であって、利用者のパソコンをいいます。 

 

第 4 条（本サービスの内容） 

１．本サービスとは、弊社が運営・提供する次のサービスをいいます。 

（1）シゴトのミカタ PC高速化ツール Powered By MATSUKAZE 

・対象機器の動作設定の最適化（オートチューニング・メンテナンス） 

・本サービスに関する管理用ツール 

・その他弊社が定める対象機器に関するサービス 

（2）シゴトのミカタ PC高速化ツール Premium Powered By MATSUKAZE 

・対象機器の動作設定の最適化（オートチューニング・メンテナンス） 

・対象機器における啓蒙ポップアップ（内容：①セキュリティソフトの重複修正②アップデート不全の

修正③定期メンテナンス） 

・対象機器におけるウィルスソフトの駆除及び汚染されたブラウザの最適化 

・本サービスに関する管理用ツール 

・その他弊社が定める対象機器に関するサービス 

 

第 5 条（本サービスの提供条件等） 

１．弊社は、本サービスを利用するために必要な機器・環境等を有する、日本国内在住の利用者に対して、
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本サービスを提供します。 

２．本サービスの種類・内容・仕様その他の事項は、そのサービス提供時点で弊社が合理的に提供可能なも

のに限られます。 

３．弊社は、弊社の判断により、利用者に対する事前の通知を行うことなく、本サービスの全部または一部

を追加、変更することができます。ただし、当該追加、変更に伴い、月額利用料金に変更が生じる場合

は、弊社は利用者に対して、事前に通知します。 

４．弊社は、弊社の判断により、利用者に対する事前の通知を行ったうえで、本サービスの全部または一部

の提供を廃止することができます。 

 

 

第 6 条（利用者の要件等） 

１．利用者は、本サービスを利用するにあたり、次の各号に定める条件を満たすものとします。 

（1）利用者自身が本サービスを利用するものであること 

（2）本サービスの初期導入時点や対象機器の不具合・障害発生時を除き、対象機器がインターネット回線に

接続されていること 

（3）対象機器が、別紙にて定める動作環境等を満たしていること 

（4）本サービスに関する相談を行うにあたって、利用者自身が当該対象機器を操作することができる環境ま

たは状況にあり、権限を有すること 

２．利用者が前項各号に定める条件を満たす場合であっても、利用者の対象機器の利用状況によっては弊社

が本サービスを提供することができない場合があることについて、利用者は承諾します。 

 

第 7 条（利用申込の受付および承諾） 

１．利用希望者は、本規約を承諾したうえで、弊社所定の方法により利用申込を行います。 

２．弊社が前項の利用申込を承諾し、本サービスを弊社所定の方法により対象機器へインストールを完了し

た時をもって、利用者と弊社との間に本サービスに関する契約が成立します。 

３．弊社は、利用希望者が次の各号の一に該当する場合は、利用希望者の利用申込を承諾しないことがあり

ます。 

（1）本サービスに関する債務の支払いを怠るおそれがあることが明らかである場合 

（2）過去に弊社との契約上の義務の履行を怠ったことがある等、本規約に基づく義務の履行を怠るおそれが

ある場合 

（3）利用申込書に虚偽の事実を記載し、または利用申込に際して弊社に虚偽の事実を通知した場合 

（4）弊社または本サービスの信用を毀損するおそれのある態様・方法で本サービスを利用するおそれがある

場合 

（5）本サービスを提供することが技術上困難な場合 

(6) 弊社が本サービスに関する業務を委託する、弊社指定の委託先会社が当該業務を行うことが困難である

と判断した場合 

（7）その他、利用者として不適切であると弊社が判断した場合 

４．弊社は、前項の規定により本サービスの利用申込を拒絶した場合には、利用希望者に対しその旨を弊社

所定の方法により通知します。 

５．弊社が第２項にしたがい利用希望者の利用申込を承諾した後に、利用者が第３項各号の一に該当するこ

とが判明した場合、弊社はかかる承諾を取り消すことができます。 
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第 8 条（本サービスの種類・内容の変更） 

利用者は、契約条件の変更を希望する場合、弊社に変更申込を行います。この場合の変更申込およびその

承諾等の手続きは、第 7条に準じます。 

 

第 9 条（サービス利用料金） 

１．利用者は、弊社が別途定める本サービスの月額利用料金その他発生する本サービスに関する料金ならび

にこれらにかかる消費税および地方消費税（以下総称して「サービス利用料金」といいます）を、弊社

が別途指定する期日までに弊社が定める方法により支払います。 

２．本サービスの月額利用料金は、本サービスに関するインストールが完了した日の属する月の翌月１日か

ら発生します。なお、第 14 条により本サービスの提供の中止・制限があった場合であっても、本サービ

スの提供があったものとしてサービス利用料金を算出します。 

３．弊社は、本サービスの利用終了日により１ヶ月未満の利用期間が発生した場合であっても、本サービス

の月額利用料金の日割計算を行わないものとします。 

４．弊社は、営業上および運営上の理由により、利用者の承諾を得ることなく、利用者に通知することによ

り、サービス利用料金の算出方法および支払方法等を変更することができます。 

５．弊社は、第 18条に基づく利用者資格の喪失その他の理由のいかんを問わず利用者による本サービスの利

用が終了した場合、既に支払われたサービス利用料金の返金を行わないものとします。 

６．利用者は、サービス利用料金の支払を遅延したときは、支払期日の翌日から完済の日まで日歩３銭３厘

の割合による遅延損害金を、弊社が別途指定する期日までに弊社が定める方法により支払います。ただ

し、遅延損害金額が 100円未満の場合はこの限りではありません。 

 

第 10 条（知的財産権及び所有権等） 

本サービスにおいて弊社が利用者に提供する一切の提供物（本規約、各種ソフトウェア、取扱マニュアル、

ホームページ等を含みます。）に関する著作権および特許権、商標権、ならびにノウハウ等の一切の知的財

産権は、当社または当社が指定する第三者に帰属します。 

 

第 11 条（機器・環境の準備） 

１．利用者は、自らの責任と費用負担において、本サービスを利用するために必要なパソコン、通信機器、

ソフトウェアその他これらに付随して必要となるすべての機器等（以下「設備」といいます）の準備、

およびインターネット回線接続のための通信事業者・プロバイダーとの契約の締結等を行います。 

２．利用者は、自らの責任と費用負担において、本サービスを円滑かつ適正に利用するために必要となる前

項の設備および環境の維持・管理を行います。 

３．弊社は、利用者が自らの責任と費用負担において、本サービスに関連する設備の稼働、ソフトウェアの

インストールまたはアンインストール、ファイルの修正または削除、インターネット接続、パケット通

信等を行ったことに起因して利用者または第三者が損害を被った場合、当該損害につき責任を負わない

ものとします。 

４．弊社は、利用者が第１項および第２項に違反したことに起因して利用者または第三者が損害を被った場

合、当該損害につき責任を負わないものとします。 

 

第 12 条（取得情報の取扱い） 
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１．弊社は、本サービスを運営・提供にあたり、次に定める対象機器に関する情報（以下「取得情報」とい

います）を取得します。 

（1）ＩＰアドレス 

（2）ＭＡＣアドレス 

（3）パソコンのハード情報 

（4）オペレーションシステムに関する情報 

（5）セキュリティソフトに関する情報 

（6）Microsoft Office に関する情報 

（7）ブラウザの情報 

（8）メーラーの情報 

（9）その他インストールされたソフトウェアの種類に関する情報 

（10）ネットワークに接続された周辺機器に関する情報 

２．弊社は、前項の取得情報について、次のいずれかに該当する場合を除き、これを第三者に開示しないも

のとします。 

（1）利用者が取得情報の開示に同意した場合 

（2）法令または官公庁の要請により必要な範囲で取得情報を開示する場合 

（3）業務委託先に対し取得情報を開示する場合。ただし、弊社は、業務委託先に対して契約等により取得情

報の管理を義務付けたうえで、必要な範囲のみ開示するものとします。 

 

第 13 条（個人情報の保護） 

１．弊社は、利用者の保有する個人情報（特定の個人を識別することができるものをいいます。以下「個人

情報」といいます）を、弊社のホームページに掲載する「個人情報保護方針」に基づき取扱います。 

２．弊社は、次の目的のために必要な範囲で個人情報を利用します。 

（1）本サービスの利用申込の確認 

（2）本サービスの運営・提供に必要な手続きおよび調査 

（3）本サービスに関する利用者へのお知らせ 

（4）弊社が販売する商品または提供するサービスの紹介および提案 

３．弊社は、個人情報を以下のいずれかに該当する場合を除き、第三者に開示・提供しません。 

（1）利用者が個人情報の開示に同意した場合 

（2）法令または官公庁の要請により必要な範囲で個人情報を開示する場合 

（3）業務委託先に対し個人情報を開示する場合。ただし、弊社は、業務委託先に対して契約等により個人情

報の管理を義務付けたうえで、必要な範囲のみ開示します。 

 

第 14 条（本サービスの中止・停止・制限） 

１．弊社は、弊社が適当と判断する方法で事前に利用者に通知したうえで、本サービスの提供に必要な電気

通信設備（以下「本サービス用電気通信設備」といいます）の保守・点検・修理・更新等を行うため、

本サービスの全部または一部を中止することができます。 

２．弊社は、次の各号の一に該当する場合、利用者に事前に通知することなく、本サービスの全部または一

部を中止、停止または制限することができます。 

（1）利用者が第 15条第１項各号の一に該当する行為、または該当するおそれのある行為を行った場合 

（2）利用者が第 6 条第１項及び第２項の各号の要件を満たしていないと認められる場合 
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（3）利用者から第 16 条各号に定める協力を得られない場合 

（4）利用者が第 7条の利用申込書に記載した連絡先に対し、弊社が連絡したにもかかわらず、当該連絡が不

通である場合 

（5）利用者が本サービス用電気通信設備に過大な負荷または重大な支障（本サービス用電気通信設備に含ま

れる情報およびデータ等の損壊を含みますがこれに限定されません）を与えた場合 

（6）利用者の故意・過失の有無にかかわらず、利用者自らが、または利用者が準備もしくは管理するパソコ

ン、通信機器、ソフトウェア等を通じて、本サービス用電気通信設備に対して、不正アクセス、クラッ

キング、アタック、不正中継などの何らかの不正な行為が行われた場合 

（7）利用者からの相談・要請に対する弊社の対応が不正アクセス行為または違法コピー等の違法行為や違法

行為の幇助に該当する、またはそのおそれがある場合 

（8）利用者と弊社との間で、本サービスの提供・利用について解約または中止の合意をする契約を締結した

場合 

（9）天災地変、戦争、暴動、内乱、法令の改廃制定、裁判所または行政機関による命令処分、争議行為、停

電（計画停電を含みます）、サイバーテロ、インフルエンザ等感染症の流行による事業停止、放射能汚

染その他非常事態が発生し、または発生するおそれがある場合 

（10）本サービス用電気通信設備その他の設備または通信回線等に障害が発生し、または発生するおそれが

ある場合 

（11）電気通信事業者が本サービスの運営・提供、利用に供されるインターネット接続回線等の電気通信サ

ービスを中止した場合 

（12）運用上、技術上などの合理的かつ緊急を要する理由により本サービスの提供の中止が避けられない場

合 

（13）その他弊社の責に帰することのできない事由が生じた場合 

３．前２項のほか、弊社は、利用者に対し事前に何ら通知することなく、何時でも、本サービスの全部また

は一部を中止、停止または制限することができます。この場合、弊社は、弊社が適当と判断する方法で

かかる中止、停止または制限を告知します。 

４．前３項の本サービスの中止、停止または制限によって利用者が損害を被った場合といえども、弊社は当

該損害につき責任を負わないものとします。ただし、当該損害が弊社の故意・重過失による場合はこの

限りではありません。 

 

第 15 条（禁止行為） 

１．利用者は、本サービスの利用において次の各号の一に該当する行為または該当するおそれがある行為を

してはならないものとします。なお、弊社は、利用者が次の各号の一に該当する行為または該当するお

それがある行為を行った場合、あるいは行うおそれがあると判断した場合、利用者に何らの事前の通知・

催告を行うことなく適当な措置を講じることができます。 

（1）本サービス利用申込時または本サービス利用時に虚偽の事項を申告する行為 

（2）第三者になりすまして本サービスを利用する行為 

（3）コンピュータウィルス等有害なプログラムを使用、提供および送信する行為 

（4）弊社または第三者に損害を与える行為 

（5）弊社または第三者の情報を消去、滅失、毀損、改竄、流出、漏洩等する行為 

（6）弊社または第三者を差別・誹謗・中傷し、または信用・名誉を毀損する行為 

（7）本サービスの全部又は一部の譲渡・販売・転貸しあるいはその二次的著作物を創作・譲渡・販売・転貸
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する行為 

（8）自ら又は第三者を使って、本サービスの全部又は一部の改変 、リバースエンジニアリング、逆アセン

ブル、デコンパイル、翻訳、翻案などを行為 

（9）本サービスに表示されている、又はその動作時に表示される著作権表示、商標登録等を除去したり、視

認困難にする行為 

（10）本サービスに含まれるマニュアルを、弊社の事前承認なく紙媒体、電子媒体の区別なくコピーする行 

   為 

（11）第三者のプライバシーまたは肖像権を侵害する行為 

（12）弊社または第三者の財産または権利（知的財産権を含みます）を侵害する行為 

（13）公序良俗に反する行為 

（14）犯罪的行為または犯罪的行為に結びつく行為 

（15）本サービス用電気通信設備に過大な負荷を生じさせる、対象機器の課題に関する相談・問合せを合理

的な範囲を超えて頻繁に行う、または本サービスの提供にかかる時間を故意に延伸する等、本サービス

の運営・提供に支障をきたす行為 

（16）本規約のいずれかに違反する行為 

（17）法令に反する行為 

（18）その他弊社が不適切と判断する行為 

２．利用者は、本サービスの利用およびその結果につき一切の責任を負うものとし、本サービスの利用に関

連して、弊社または他の利用者を含む第三者が損害を被った場合、利用者は、弊社または他の利用者を

含む第三者に対し、かかる損害を賠償します。 

 

第 16 条（利用者の協力事項） 

利用者は、本サービスの運営・提供に関し、弊社が協力を求めたときは、弊社に対して次に定める協力を

行います。 

（1）利用者自らが設定した、あるいは第三者が発行したＩＤおよびパスワード等の入力 

（2）本サービスの提供のために必要な情報・資料等の提供 

（3）前２号のほか本サービスの運営・提供のために弊社が必要と認める事項の実施 

 

第 17 条（反社会的勢力の排除） 

１．利用者は、自らまたはその役員もしくは実質的に経営を支配する者が暴力団、暴力団構成員、暴力団関

係企業もしくは関係者、総会屋、その他の反社会的勢力（以下「反社会的勢力」といいます）でないこ

とおよび今後も反社会的勢力に属さないことを表明・保証します。 

２．利用者は、本サービスに関連して、次の各号の一に該当する行為をしてはならないものとします。 

（1）相手方に対して脅迫的な言動をすること、暴力を用いること、もしくは相手方の名誉・信用を毀損する

行為を行うこと、または偽計または威力を用いて相手方の業務を妨害すること 

（2）反社会的勢力である第三者をして前号の行為を行わせること 

（3）自らまたはその役員もしくは実質的に経営を支配する者が反社会的勢力への資金提供を行う等、その活

動を助長する行為を行うこと 

 

第 18 条（利用資格の喪失等） 

弊社は、利用者が次の各号の一に該当すると判断した場合、利用者に何らの事前通知・催告を行うことな
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く、当該利用者につき本サービスの利用を一時停止させ、または当該利用者の利用資格を喪失させること

ができます。利用者が利用資格を喪失した場合、本サービスの利用はその時点で終了するものとし、利用

者は既に生じたサービス利用料金について当然に期限の利益を失い、直ちに全額を弊社の指定する方法に

て弊社に支払います。 

（1）第 15条第１項各号の一に該当する行為または該当するおそれがある行為を行った場合 

（2）サービス利用料金の支払いの遅延または不履行があった場合 

（3）差押、仮差押、仮処分、租税滞納処分、強制執行、競売等の申立てを受けた場合またはそれらのおそれ

があると認められる場合 

（4）破産、民事再生、特別清算、または会社更生等の申立てを行い、あるいは申立てを受けた場合、または

それらのおそれがあると認められる場合 

（5）手形、小切手が不渡りとなり、その他支払停止状態に至った場合 

（6）営業を廃止・休止・変更し、または第三者に管理される等営業内容に変更があった場合、またはそのお

それがあると認められる場合 

（7）財産状態が悪化し、またはそのおそれがあると認められる場合 

（8）本契約の各条項のいずれかに違反した場合 

（9）その他上記各号の一に準ずる事由があった場合 

 

第 19 条（本サービス利用の終了） 

利用者は、本サービスの全部または一部の利用を終了しようとする場合は、弊社所定の手続きにしたが

って弊社に通知するものとし、不備のない当該通知が弊社に到着し、解約手続きが完了した日の属する

月の末日をもって本サービスの全部または一部の利用が終了するものとします。 

 

第 20 条（免責） 

１．弊社は、本サービスの完全性、正確性、確実性、有用性および特定目的への適合性に関して保証しませ

ん。 

２．弊社は、本サービスの提供をもって、対象機器を含む利用者のＩＴ環境の改善を保証するものでは御座

いません。 

３．弊社は、本サービスを通じて弊社が提案・説明した内容に基づいて利用者が実施した作業の内容および

その結果について保証しないとともに、かかる作業の実施内容およびその結果に起因して利用者または

第三者が損害を被った場合、当該損害につき責任を負わないものとします。 

４．弊社は、本サービスの提供および内容について保証しないとともに、本サービスの提供および内容に起

因して利用者または第三者が損害を被った場合、当該損害につき一切の責任を負わないものとします。 

５．弊社は、本サービスの提供により、利用者または第三者が保持している情報およびデータ等が消失、紛

失、棄損、改変等したことに起因して利用者が損害を被った場合、当該損害につき責任を負わないもの

とします。なお、利用者は、本サービスを利用するにあたり、自らの責任と費用負担において、自己の

保持している情報およびデータのバックアップを行うとともに、当該情報およびデータの保護のために

適切な措置を講じます。 

６．弊社は、本サービスにおいて、利用者自らが設定した、あるいは第三者が発行したＩＤやアカウントで

実行された操作は、利用者による操作であるとみなし、当該操作に起因して利用者または第三者が損害

を被った場合、当該損害につき責任を負わないものとします。 

７．本サービスの利用に関して、利用者と第三者との間で生じた紛争については、弊社の故意または重過失
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がある場合を除き、利用者がその責任によりこれを処理・解決し、これに起因して利用者または第三者

が損害を被った場合、弊社は当該損害につき責任を負わないものとします。 

 

第 21 条（損害賠償） 

利用者が本規約の各条項のいずれかに違反したことにより、弊社又は第三者に損害を与えた場合には、弊

社又は第三者が被った損害（逸失利益、訴訟費用及び弁護士費用等を含むがこれに限定されないものとし

ます。）等を全額賠償する責任を負うものとします。 

 

第 22 条（利用者情報の変更） 

１．利用者は社名・名称、住所、電話番号、その他利用申込の際に弊社に届け出た利用者情報に変更が生じ

た場合、直ちに弊社所定の方法で弊社に届け出ます。なお、当該届出がなされなかったことで、利用者

が不利益を被ったとしても、弊社は利用者に対し責任を負わないものとします。 

２．前項に定める変更があったにもかかわらず、利用者が弊社に対する前項の届出をなさなかった場合、弊

社が届出を受けている社名・名称・住所への郵送等の通知をもって、弊社からの通知があったものとみ

なします。 

３．第１項の届出があった場合は、弊社は、届出のあった事実を証明する書類の提出を利用者に求めること

ができ、利用者はこれに速やかに応じます。 

 

第 23 条（権利義務の譲渡の禁止） 

利用者は、本規約に基づく権利および義務の全部または一部を任意の第三者に譲渡し、もしくは承継させ、

または担保に供する等の処分をしてはならないものとします。 

 

第 24 条（第三者への委託等） 

弊社は、本規約に基づく弊社の義務の全部または一部を第三者に委任または請け負わせることができます。 

 

第 25 条（利用者への連絡等） 

弊社から利用者に対する連絡・通知は、本規約で別途定める場合を除き、次のいずれかの方法により行わ

れます。 

（1）第 7 条または第 22条により利用者が届け出た電話番号に連絡する方法、住所に書面にて郵送する方法、

またはメールアドレス宛にメールを送信する方法により行われます。メールアドレス宛にメールを送信

する場合、利用者のメールを管理するサーバーに当該送信メールが正常に到達した時をもって連絡・通

知が完了したものとみなします。 

（2）弊社のウェブサイト上で公開する方法。この場合、弊社が自らのウェブサイト上で公開した時をもって

連絡・通知が完了したものとみなします。 

 

第 26 条（準拠法） 

本規約の成立、効力、履行および解釈については、日本法が適用されます。 

 

第 27 条（紛争の解決） 

１．本規約に定めのない事項および本規約の各条項の解釈に疑義が生じたときは、誠意をもって協議し、円

満に解決を図ります。 
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２．本規約に関する紛争は、訴額に応じて、東京地方裁判所又は東京簡易裁判所を第一審の専属的合意管轄

裁判所とします。 

 

第 28 条（契約期間等） 

本サービスの最低契約期間は、別途弊社から利用者に対して送付する書面に定める期間とします。また、

本サービスの最低契約期間満了日までに、利用者から弊社に対して、本サービスの利用を解約する旨の意思

表示がない場合、本サービスの契約期間は違約金条件を除き、自動的に同一期間更新されるものとし、その

後も同様とします。尚、最低契約期間内において、理由の如何にかかわらず、利用者と弊社との間での本サ

ービスに関する契約が終了した場合、利用者は弊社に対して、契約解除料として「月額料金×最低契約期間

の残月数」に相当する金額を、当該契約が終了した日の属する月の翌月末日までに、弊社が定める方法にて

支払うものとします。 

尚、別途弊社が定める本サービスの無料期間内に本サービスの契約が終了した場合、利用者は弊社に対し

て、別途弊社が定める金額を、当該契約が終了した日の属する月の翌月末日までに、弊社が定める方法にて

支払うものとします。 

 

制定日：2015年 2月 2 日 

改定日：2016年 12月 2日 

 

東京都豊島区西池袋二丁目 29番 16号 

株式会社アイ・イーグループ
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別紙 

【第 6条第 1項第 3号】 

関連本サービスの利用に必要な対象機器の必要動作環境等 

・対象 OS 

 Windows Vista（32bit・64bit）、Windows 7（32bit・64bit）、 

Windows 8（32bit・64bit）、Windows 8･1（32bit・64bit）、Windows 10（32bit・64bit） 

 

・必須環境 

 .NETFramework2.0 

 

・動作条件 

 管理者権限を有する Windows ユーザーアカウントでのログイン 

 

・推奨スペック 

 CPU: Pentium4 以降の CPU（AMD社製対応済み） 

 RAM: 1GB以上（未満の場合、スワップ常時発生により効果を期待できないケースもあります。） 

 HDD: 問わない。（SSDでも可能ですが、HDD・SSD共に障害ある場合は除きます。） 

 GPU: 問わない。（但し、ドライバー正常に適用されていることを前提とします。） 

   

 

 


